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１．研究背景 

日本の医療費は平成１５年度から８年連続で増加をし

ている。平成２２年度の医療費は前年度に比べて約１．

４兆円増加し、過去最高の３６．６兆円となった。医療

費高騰の理由の１つに肥満・糖尿病といった生活習慣病

の急増・若年化がある。 

生活習慣病の共通点として、予防法や治療法に運動が

適していることが挙げられる。実際にこれまで、運動・

スポーツを継続して実施することで医療費を削減できる

という研究は数多くされている。更に少子高齢化の影響

で運動・スポーツ実施者数は減少しつつも、運動・スポ

ーツ実施率は確実に上昇している。しかしながら、日本

の医療費は増加する一方である。このことから、運動・

スポーツが医療費削減に与える影響は個人レベルでは効

果が実証されているが、全国規模であると関係性は見ら

れないと思われる。 

２．研究目的 

本研究の目的は、１人の運動過程から医療費を調べる

個人レベルでの実験を除き、都道府県などの地域レベル

で運動・スポーツは医療費の削減及び医療に影響を与え

ていないことを明らかにすることである。 

３．研究方法 

運動・スポーツから医療への影響度を見るために、項

目ごとに単回帰分析を行う。データは、個人や団体でな

く地域・コミュニティレベルで関係をみるため、全て都

道府県別にまとめた。運動・スポーツと関係する項目と

して、スポーツ実施率、運動施設数を利用する。そして

医療に関係する項目として、一人あたりの医療費、医師

数、病院数、生活習慣病患者数（糖尿病、がん、肥満・

高脂血症・慢性腎不全）を利用する。 

４．結果 

散布図では、ほぼ全ての項目で関係性は見られなかっ

た。単回帰分析からは、影響は少ないながら、スポーツ

実施率が高いほど生活習慣病患者が少ないという負の関

係が見られた。また、１㎢あたりの運動施設数と病院数

には高い相関がみられた。 

５．考察 

 結果から、スポーツの項目から医療の項目への影響は

少ないことがわかった。医療費の上昇には、運動・スポ

ーツ以外の要因が多く関わっていると考えられる。その

１つ目は、少子高齢化問題である。高齢になれば病気に

かかりやすくなり、膨大な数の高齢者は、今後年金や医

療費において減少した若年層に依存しなければならなく

なる。２つ目は、診療報酬改定による医療費の底上げで

ある。新技術の保険や医療環境の充実などのため、平成

１２年度より１．９％の底上げがされている。３つ目は、

医療技術の進歩である。新しい医療技術や新薬が開発さ

れ、また新しい医療機器や器具、技術などが使われるよ

うになれば、これらに必要な費用も加わることになる。

さらに治療の対象になる病気も、主な対象が感染症など

の急性疾患から、がんや生活習慣病などの慢性的な疾患

に移行し、治療に際し、高価な薬が長期間必要となった

ことがいえる。このように医療費は、運動・スポーツ以

外の要因の影響も多い。また、スポーツをすることで起

こる怪我や病気のスポーツ外傷も医療費が発生すること

から、一概にスポーツが医療費削減に貢献しているとは

言えないと考える。 

６．結論 

運動・スポーツが医療費削減に与える影響はほとんど

ないことが明らかとなった。今までの個人、または団体

での身体的かつ医療的実験の研究通り、運動やスポーツ

をすることで被験者の将来の医療費は減少する。しかし

ながら、医療費の発生する条件が運動・スポーツで予防

できる疾病だけでなく、その他の多くの要因が挙げられ

ることから、一概に運動・スポーツ実施者が増えること

で、医療費が減少するとはいえない。 


